
普通
会計

歳出
決算額

488億8,968万円

（　　　）

市民1人
当たり
歳出

約49万円
平成30年度末の
人口を基に計算

※前年度と同額

（　　　）

市民1人
当たり
借金

約73万円
平成30年度末の
人口を基に計算

※前年度比　　
　約１万円減少

（　　　）

市民1人
当たり
預金

約9万円
平成30年度末の
人口を基に計算

※前年度比　　
　約２万円減少
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■
市
税

　
固
定
資
産
税
、
市
民
税
、
軽

自
動
車
税
な
ど
で
す

■
地
方
交
付
税

　
全
国
の
自
治
体
が
同
水
準
の

行
政
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
財
政
運
営
の
均
衡
を
図

る
た
め
に
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

お
金
で
す

■
市
債

　
国
や
金
融
機
関
な
ど
か
ら
借

り
入
れ
る
お
金
で
す

■
国
庫
支
出
金

　
国
が
認
め
た
特
定
の
事
務
事

業
の
実
施
に
あ
た
っ
て
、
国
か

ら
交
付
さ
れ
る
お
金
で
す

■
扶
助
費

　
生
活
保
護
費
や
児
童
手
当
、

医
療
費
な
ど
で
す

■
補
助
費
等

　
各
事
業
や
団
体
へ
の
補
助
や

負
担
金
な
ど
で
す

■
普
通
建
設
事
業
費

　
道
路
や
橋
、
学
校
、
公
園
な

ど
の
建
設
・
整
備
な
ど
の
た
め

の
お
金
で
す

■
人
件
費

　
職
員
や
特
別
職
の
給
与
、
議

員
・
各
種
委
員
の
報
酬
な
ど
で

す■
公
債
費

　
借
り
入
れ
た
市
債
の
返
済
の

た
め
の
お
金
で
す

■
物
件
費

　
業
務
委
託
や
使
用
料
な
ど
の

お
金
で
す

■
繰
出
金

　
特
別
会
計
に
繰
り
出
す
た
め

の
お
金
で
す

平
成
30
年
度
決
算
の
概
要
を

　
　
　
　
　お
知
ら
せ
し
ま
す

一般
会計

歳
入
の
特
徴

　
５
億
６
８
０
０
万
円
減
少
（
１
・
１

　
％
減
）

◆
市
税
（
０
・
５
％
増
）

　
市
民
税
・
軽
自
動
車
税
が
増
加

◆
地
方
交
付
税
（
０
・
７
％
増
）

　
特
別
交
付
税
が
増
加

◆
国
庫
支
出
金
（
７
・
４
％
減
）

　
臨
時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
な
ど
が

　
終
了
し
た
た
め
減
少

◆
市
債
（
６
・
９
％
減
）

ご
み
焼
却
施
設
解
体
撤
去
事
業
や
津

山
駅
周
辺
整
備
事
業
な
ど
が
完
了
し

た
た
め
減
少

歳
出
の
特
徴

７
億
７
６
０
０
万
円
減
少
（
１
・
６

％
減
）

◆
扶
助
費
（
１
・
８
％
減
）

臨
時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
な
ど
が

終
了
し
た
た
め
減
少

◆
普
通
建
設
事
業
費
（
12
・
６
％
減
）

津
山
駅
周
辺
整
備
事
業
や
河
辺
高
野

山
西
線
関
連
事
業
、
小
中
学
校
施
設

整
備
事
業
な
ど
が
減
少

◆
人
件
費
（
６
・
３
％
減
）

退
職
者
数
の
減
少
に
よ
る
退
職
手
当

が
減
少

◆
積
立
金
（
２
・
３
％
増
）

公
共
施
設
長
寿
命
化
等
推
進
基
金
へ

の
積
立
額
が
増
加

◆
災
害
復
旧
事
業
費（
６
５
０・５
％
増
）

平
成
30
年
７
月
豪
雨
災
害
復
旧
事
業

に
よ
る
増
加

主な事業は
次ページ以降で
紹介しています

市税
133億1,336万円
　　　　（26.2%）

地方交付税
119億6,988万円
（23.6%）市債

67億486万円
（13.2%）

国庫支出金
64億7,568万円
（12.8%）

諸収入ほか
39億742万円
　　（7.7%）

県支出金
35億7,590万円
　 　　（7.1%）

繰越金　6億9,088万円（1.3%）

地方譲与税　4億9,570万円（1.0%）

使用料及び手数料
　　　　　　4億8,879万円（1.0%）

分担金及び負担金
7億5,848万円
（1.5%）

地方消費税交付金ほか
23億825万円
（4.6%）

扶助費
107億7,425万円
　　　（22.0%）

補助費等
80億9,423万円
　 （16.5%）

普通建設事業費
71億1,996万円
（14.6%）

人件費
68億9,565万円
　　（14.1%）

公債費
59億4,450万円
（12.2%）

  物件費
51億602万円
　　（10.4%）

繰出金
　32億4,741万円
　　　　（6.6%）

維持補修費　6億3,289万円（1.3%）
災害復旧事業費　5億4,345万円（1.1%）
積立金　4億2,134万円（0.9%）
貸付金　9,500万円（0.2%）
投資及び出資金　1,498万円（0.1%）

基金(預金)と市債(借金)
（
前
年
度
比
）

（
前
年
度
比
）

■問
財
政
課
☎
32 - 

２
０
２
０

歳入
決算額

506億8,920万円

■基金
　86億1,787万円
　特定の事業に充てたり、
財源不足を補ったりする
ために積み
立てるもの
です。

■市債
　739億8,780万円
　一時的なものを除いた
借入金のことで、５～30
年くらいの
期間で返済
します。


